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労働安全衛生法に基づく化学物質による労働災害防止のための自律的管理に関

する説明会の周知依頼

職場での化学物質管理については、国が行う化学品の危険性・有害性の分類

（ＧＨＳ分類）の結果、危険性．有害性があると区分された全ての化学物質を対

象として、化学物質の譲渡・提供者が危険性・有害性情報の提供を行い、化学物

質を使用する事業者がその情報をもとにリスクアセスメントを実施して、ばく

露低減措置を適切に実施する制度（自律的管理）が２０２４年４月から全面的に

施行されています。２０２６年４月にはその対象物質は約２，９００物質まで拡

大されました。また、２０２５年に公布された労働安全衛生法等の改正法では、

危険性・有害性情報の通知（ＳＤＳの交付）義務違反に対する罰則（令和１２年

４月施行）、労働者が化学物質にばく露している程度を把握するための個人ばく

露測定は作業環境測定士が行うこと（令和８年１０月施行）などが規定されまし

た。

厚生労働省では、上記を背景に化学物質管理者を対象とした自律的管理のポ

イントや 2025 年の法改正の内容を解説する説明会を開催する予定となってお

ります。申込方法等詳細は別紙のチラシをご覧いただくようお願いいたします。 

つきましては、趣旨をご理解の上、貴会会員ならびに貴会関係郡市区医師会等

への周知方につきまして、ご高配を賜わりますようお願い申し上げます。








